
第六次環境基本計画策定に向けて
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日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）

共同代表 三宅 香

2023年10月30日 第１回中央環境審議会総合政策部会と各種団体との意見交換会



※2023年10月時点 ロゴ未掲載企業あり。売上・従業員数は連結ベース概算（外国法人は国内の従業員数のみ加算）。

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）

異業種から247社が集う（売上合計168兆円、従業員計380万人、電力消費計79Twh）

気候変動への危機感を共有。自ら行動するとともに、政府を応援。
Since 2009



3

JCLPの歩み ～2009年の発足以降の会員企業数の推移 および 主な政策提言活動～

社数

震災

パリ協定

CN宣言 ➡ 46％減へ

RE100等
連携開始

・・・・
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海外視察開始

2050年
CNを提言

2030年50％削減
再エネ比率50％

を提言

実践活性化

官邸会議参加

EA、EV提言
議連連携

新しい資本主義へ提言
（浮体式風力等）

IPCC報告書 IPCC報告書

PPA検討 ➡ 実施 VPPA検討 EV協働検討

COP
視察団
開始

COP21 COP22 COP23 国連 国連 COP27

国連HLEG参加

分野別プロジェクト開始中小企業版RE100

247社
売上合計168兆円

従業員計380万人

電力消費計79Twh

（日本の最終電力消費量
に占める割合8.6%）
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これまでの取り組み① ～国際社会での情報発信・政策対話に注力～

2020年国連総会 気候変動ハイレベル会合に参加 国連 気候変動枠組条約締約国会議（COP）での政策対話

NHK BS1スペシャル JCLPの密着番組を放映

「脱炭素へのロードマップ ビジネス界１．５℃目標への挑戦」

出典: NHK

国連事務総長の専門家グループの一員として提言を公表

https://www.nhk-ondemand.jp/goods/G2023127491SA000/?np_banID=top_sp0239_127491
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これまでの取り組み② ～企業視点の政策提言を意欲的に発信～

総理大臣・各省への提言 国会議員との交流会・勉強会の開催

政府審議会や政党調査会への参加:

 首相官邸 気候変動対策推進のための有識者会議

 環境省 中央環境審議会 総合政策部会

 環境省 中央環境審議会情報 地球環境部会 カーボンプライシングの活用
に関する小委員会

 エネ庁 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会※

 自民党 環境・温暖化対策調査会※

 公明党 総合エネルギー対策本部・環境部会・経済産業部会合同会議※

 立憲民主党 環境エネルギー調査会※

 日本維新の会 経済産業部会※ ※ヒアリング対応
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気温上昇1.1℃で危機的状況。1.5℃に抑えるために残された時間はわずか

出典：WMOを和訳

世界の気象災害による経済損失（単位：10億㌦）

干ばつ 極端な高温 洪水 氷河・湖沼の氾濫 土砂崩れ 台風 山火事

気象災害による損失は、過去半世紀で8倍以上に
更なる気温上昇に伴う経済活動への影響を憂慮

気温情報を１．５℃に抑えるために
人類が排出できるCO2の量は限られている

直近の年間排出量
（約40Gt-CO2)に
照らすと

７年分しか
残っていない

https://public.wmo.int/en/resources/atlas-of-mortality
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脱炭素社会実現のため、再エネ１００％を目指す需要家が声を上げている

再エネ100%を目指す大企業のイニシアチブ 中小企業、自治体等の再エネイニシアチブ

出典: 環境省 出典: 再エネ１００宣言

日本のRE100企業
総消費電力量
61.6Twh

日本の最終電力消費量に占める割合
６．７％

（JCLP調べ）

https://www.env.go.jp/earth/datsutansokeiei.html
https://saiene.jp/
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他の主要国と比べて、日本の再エネ拡大スピードは見劣り

電力消費量に占める再エネの割合（2022年） 赤字は2030年の目標または予測値※

• 図：自然エネルギー財団にJCLP事務局追記

• 2030年数値参考：ドイツ（ドイツ政府）、スペイン（ロイター（政府目標に関する報道））、イギリス（Argus（政府戦略に関する報道））、イタリア（ロイター（政府目標にする報道）、Ember（政府目標概要））オーストラリア（オーストラリア政府）、

中国（自然エネルギー財団（政府試算概要））、日本（経済産業省）、インド（インド政府）、米国（国立再生可能エネルギー研究所）、韓国（電気事業連合会）。フランスではEUの目標値45%を反映した目標の設定が予定されている。

※比率目標を掲げていない国については、比率予測値を掲載。主要国についてのみ記載しているため、矢印の記載のない国についても再エネ拡大を推進している旨に留意されたい。

https://www.renewable-ei.org/statistics/international/
https://www.bundesregierung.de/breg-de/themen/klimaschutz/amendment-of-the-renewables-act-2060448#:%7E:text=80%20percent%20more%20wind%20and%20solar%20energy%20by%202030&text=Planning%20provides%20that%20at%20least,by%20renewable%20energies%20by%202030.
https://www.reuters.com/business/energy/spains-bulging-solar-pipeline-heaps-pressure-permitting-2022-12-08/
https://www.argusmedia.com/en/news/2309087-uk-power-70pc-renewable-by-2030-under-net-zero-strategy
https://jp.reuters.com/article/italy-energy-renewables-idAFL8N38M4GI
https://ember-climate.org/countries-and-regions/countries/italy/
https://www.aofm.gov.au/sites/default/files/2022-11-28/Aust%20Govt%20CC%20Actions%20Update%20November%202022_1.pdf
https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20211207.php
https://www.enecho.meti.go.jp/category/others/basic_plan/pdf/20211022_02.pdf
https://pib.gov.in/FeaturesDeatils.aspx?NoteId=151141&ModuleId%20=%202
https://www.nrel.gov/docs/fy23osti/85242.pdf
https://www.fepc.or.jp/library/kaigai/kaigai_topics/1261044_4115.html
http://www.senat.fr/dossier-legislatif/pjl21-889.html#timeline-8
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再エネへの転換の遅れは、日本の企業競争力・産業立地競争力に重大な影響を及ぼす懸念

スズキ、インド製EV日本へ 25年にも
世界供給拠点に 輸出モデル転機

出典：日本経済新聞（２０２３年１０月１９日）

日本製鉄が海外で水素製鉄への投資検討、1000億円規模に
豪州のほかブラジルや中東での投資も選択肢

出典：ブルームバーグ（２０２３年3月3日）

各市場で中国製EVに存在感（アジア太平洋地域）
豪州のほかブラジルや中東での投資も選択肢

出典：ブルームバーグ（２０２３年3月3日）

South Korea says 6 European firms to invest 
$929 million in wind power, batteries

出典：ロイター（２０２３年6月21日）

既に産業立地や投資呼び込みへの影響が顕在化？

出典： Nature Communicationsに加筆

世界的に再エネがコスト競争力のある電源に

石炭火力

原子力

洋上風力

陸上風力

太陽光

各地で最も安い電源 （2020年、２０２３年、２０２７年、２０３０年） メディア報道

https://www.nikkei.com/article/DGKKZO75391490Z11C23A0MM8000/
https://www.nature.com/articles/s41467-023-41971-7
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環境基本計画の見直しに対する意見

１．自然資本は、現在及び将来の国民一人ひとりのWell-beingの基盤

① 気候の安定なくして、”質の高い生活”はあり得ない。 （生存権を含む基本的人権に直結）

② 政府には、対策による便益だけでなく、対策を行わなかった場合の不利益・損失リスクについても、

わかりやすく国民や企業に伝えてほしい。

２．“地球の限界”が迫り、世界が一斉に競争に突入する中、企業競争力の観点でも危機的な状況

① 最良の科学的知見に整合するスピード・優先順位で対策を行わなければ間に合わない。

② 企業競争力にとって脱炭素は非常に重要。再エネで日本のエネルギー転換を加速してほしい。

３．必要なのは、システムチェンジを起こす政策

① 個人や企業の自主性に委ねるやり方では、脱炭素社会は実現できない。→段階的な義務化が必要。

② 炭素排出の制限や排出量に応じたコスト（カーボンプライシング）が当然の社会を早く実現してほしい。

※社会全体で広く浅く投資費用を負担する方法では、対策への適切なインセンティブは働かない。


	第六次環境基本計画策定に向けて
	スライド番号 2
	JCLPの歩み　～2009年の発足以降の会員企業数の推移 および 主な政策提言活動～
	これまでの取り組み①　～国際社会での情報発信・政策対話に注力～
	これまでの取り組み②　～企業視点の政策提言を意欲的に発信～
	気温上昇1.1℃で危機的状況。1.5℃に抑えるために残された時間はわずか
	スライド番号 7
	他の主要国と比べて、日本の再エネ拡大スピードは見劣り
	再エネへの転換の遅れは、日本の企業競争力・産業立地競争力に重大な影響を及ぼす懸念
	環境基本計画の見直しに対する意見

